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日本列島付近における気象庁マグニチュード(Mj)とモーメントマグニチュード(Mw)の関係を

把握するために，気象庁セントロイドモーメントテンソル(CMT)解データを用いて Mj − Mw を

図示した．その結果から，日本列島をいくつかの地域で区分した際に地震のセントロイド位

置と Mj − Mw の正負との間に 3 つの傾向が存在することを示した．また，日本列島全体およ

び地域ごとに Mj と Mw の関係を説明できる回帰式を示した．前述した 3 つの傾向や回帰式の

係数の地域ごとの差をもたらす要因については今後の検討課題である． 

 

キーワード：気象庁地震月報，CMT 解，セントロイド 

 

 

1. はじめに 

 

地震発生時，気象庁が発表するマグニチュードによって，私たちは地震の規模についての情報を得

ることができる．マグニチュードには複数の種類があり，日本では気象庁マグニチュード(Mj)とモーメ

ントマグニチュード(Mw)が主に使われている．この 2 つの値には差が生じる場合が多い．Mw が 9 に近

いような大規模な地震の場合では，Mj < Mwであることが知られている．例えば，2011 年東北地方太平

洋沖地震では，発生 3 分後における Mj の速報値が 7.9 で後に 8.4 に改訂された 1)が，どちらも Mw の 9.0

よりは小さい．また，Mw が 8 程度より小さい地震では Mj > Mw であることが多いことが知られている．

例えば，1995 年兵庫県南部地震は Mj = 7.3, Mw = 6.9，2016 年熊本地震では Mj = 7.3, Mw = 7.0，2024 年

能登半島地震は Mj = 7.6, Mw = 7.5 であった．前者の関係が生じる原因は，Mj の定義 2)–4)によって，Mw

が 8 を超える大規模な地震について Mj が飽和する傾向を示すためである．一方，後者の関係が生じる

原因は明らかになっていない． 

M8 クラス未満の地震の Mj > Mwの関係に関連する先行研究として，武村 5)は，地震モーメント M0と

Mj の関係に着目してマグニチュードの地域性について検討した．その結果，海溝沿いの地震では佐藤
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6)がまとめた M0 と Mj の関係式がおおよそ成り立つが，内陸地震では Takemura et al. 7)が伊豆半島周辺で

発生する地震に対して求めた別の関係式がおおよそ成り立つという違いがみられる．これらの関係式

を比較すると，Mw 6 程度以上の規模の地震においては，内陸地震は海溝沿いの地震と比較して Mjがお

おむね 0.3 以上大きくなる傾向がある． 

また，同論文は海溝沿いの地震と内陸地震において M0 と Mj の関係が異なる原因として，内陸地震

の応力降下量が海溝沿いの地震に比べて大きいことやMjの決定に用いられるやや長周期表面波の励起

が大きいこと等が考えられると述べている．ただし，M0 と Mj の関係が異なる原因をいくつか指摘した

のみで，それらの要因の M0 と Mjの関係に対する影響の大きさを定量的な解明には至っていない． 

本研究では，日本列島の各地域において Mj − Mw の値を各地震のセントロイド位置に図示した．これ

により，深部地下構造や震源断層の深さ，応力降下量の差などの要因が Mj と Mw の関係に与える影響

を明らかにするための準備検討とした． 

 

2. 研究方法 

 

使用したデータは、Mj と Mwの値は，気象庁地震月報（カタログ編）（以下，地震月報と表記）セン

トロイドモーメントテンソル(CMT)解データ 8)から取得した．当該データベースには，本稿執筆時点

（2025 年 11 月末）で 1994 年から 2023 年 3 月までのデータが登録されているが，作図に用いた地震は

1994 年から 2022 年 12 月までのものとした． 

 検討内容としては、各地震のセントロイド位置を，地震月報付記の震央地名表大地域区分番号 9)(以

下，大地域区分と表記)の 1–7 についてそれぞれプロットした 3 種類の図を作成した．1 つ目は，セン

トロイド位置に Mj − Mw の値をプロットした俯瞰図である．2 つ目は，各地域の主要な海溝またはトラ

フに直交する方向の断面図で，セントロイド位置を面上に投影した位置に Mj − Mw の値をプロットし

た図である．3 つ目は，各地域の Mj と Mw の関係をプロットした図である． 

 

3. 結果 

 

 1994 年から 2022 年までの期間で発生した Mwが求められているすべての地震について，Mj − Mw の

値を計算した．図 1, 2, 3 にそれぞれ大地域区分 2, 4, 7 についての結果を図示する．本研究は日本列島

全域を対象としているが，紙面の都合上それらに基づいて作成した一部地域についての図を掲載する．

各図の(a)は地震セントロイド位置の俯瞰図，(b)は(a)で示した A–B に沿う断面図である．(c)は，各地域

で発生した地震の内，Mw が求められているすべての地震の Mj と Mwの関係を図示した．図中の実線は

各地域の地震についての回帰式，破線は回帰式の切片にそれぞれ±σ（標準偏差）を加えた直線である．

また，それぞれの決定係数 R2 も図中に示した． 
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(a) 俯瞰図               (b) A-B 断面図              (c) Mjと Mw の関係図 

図 1 大地域区分 2（東北）についての結果 

 

 

(a) 俯瞰図           (b) A-B 断面図                    (c) Mjと Mw の関係図 

図 2 大地域区分 4（中部）についての結果 

 

 
(a) 俯瞰図           (b) A-B 断面図          (c) Mjと Mwの関係図 

図 3 大地域区分 7（九州，沖縄）についての結果 

 

4. 考察 

 

図 1–3 より，日本列島周辺で発生する地震について，以下の 3 つの傾向があることが分かる．①図 1 

(a), (b)で見られるある程度の深さより深い地震に Mj < Mw のものが多いこと．②図 2 (a), (b)で見られる

深さ 100 km より浅い地震では Mj > Mwの割合が高い一方で，深さ 300 km より深い地震は Mj < Mwの割

合が高まること．③図 3 (a), (b)で見られる沖縄本島以北に特徴的な Mj < Mw の割合が高い領域が存在す
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ること．また，図 1 (c), 2 (c), 3 (c)で示した回帰式によって，日本列島各地あるいは全体の Mj と Mw の

関係をある程度説明できた．大地域区分ではなく地震のセントロイド位置から推定される地震の発生

タイプごとの回帰式を求めて Mj と Mw の関係をさらに考察することは今後の課題のひとつである． 

 

5. まとめと今後の展望 

 

本研究では，日本列島周辺の地震の Mjと Mw についての 3 つの傾向の存在の可能性を示した．また、

日本列島全体あるいは各地域の Mj と Mwの関係をある程度説明可能な回帰式を示した． 

今後は，これらの傾向をより細分化して整理する．そのために，各地域の地下構造や応力降下量等の

各種震源パラメータに着目する．また、これらによって Mw が 8 程度より小さい地震では Mj > Mw であ

ることが多い原因を明らかにする． 
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Abstract 

To understand the relationship between the JMA magnitude (Mj) and moment magnitude (Mw) around Japan, Mj − 

Mw was plotted using the JMA Centroid Moment Tensor (CMT) solution data. The results showed three trends in 

the relationship between source locations and the positive/negative values of Mj − Mw for several regions. 

Furthermore, regression equations that can explain the relationship between Mj and Mw for the entire Japan and 

for each region are presented. The factors causing the three trends and the regional differences in regression 

coefficients remain subjects for future study. 
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